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この『財政のあらまし』は、県民のみなさまに、群馬県の財政状況や、主な施策を

お知らせすることによって、県政に対するご理解、ご協力をいただくため、毎年２回、

定期的に公表しているものです。

今回は、平成２８年度の当初予算を中心に、平成２７年度下半期の補正予算、予算

の執行状況なども加えて、財政の状況を説明します。

なお、平成２８年度当初予算や平成２７年度補正予算の概要は、群馬県ホームペー

ジ（http://www.pref.gunma.jp）にも掲載しております。
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第１ 群馬県の財政状況

Ⅰ 平成２８年度当初予算のあらまし

１ 平成２８年度当初予算編成についての基本的な考え方
（平成２８年２月２２日 平成２８年第１回定例県議会での知事の提案説明から）

〔当初予算編成の基本方針〕

平成２８年度は、新総合計画及び群馬県版総合戦略のスタートの年となります。今回の当初

予算の編成に当たっては、新たな総合計画における、３つの基本目標である、

・｢地域を支え､経済･社会活動を支える人づくり｣

・｢誰もが安全で安心できる暮らしづくり｣

・｢恵まれた立地条件を活かした産業活力の向上･社会基盤づくり」

の実現に向け、１３の政策を着実に推進することを基本方針といたしました。

回復基調にある県内経済をしっかりと支えるとともに、人口減少社会にあっても、県民の皆

様が安心して豊かに暮らせる社会の実現に向けて、『ぐんま創生予算』といたしました。

〔当初予算の規模〕

平成２８年度の一般会計当初予算の総額は、７,２１６億３,８００万円であります。

平成２７年度当初予算に比べて０．８％の増で、制度融資を特別会計に移管した平成２０年

度以降では、最大の予算規模となっております。

〔当初予算の財源〕

当初予算の主な財源についてでありますが、県税収入は、好調な企業業績や給与所得の増加

により、法人の事業税や個人の県民税などの増収が見込まれること、税制改正による国の地方

法人特別税の県税への振替の影響により、法人の事業税の増額が見込まれることから、２７年

度当初予算に比べ１３０億円多い、２,４９０億円を見込んでおります。

一方、地方譲与税、地方交付税及び臨時財政対策債が、国の税制改正や地方財政対策によっ

て大幅に減額となることが見込まれるため、財政調整基金及び減債基金については、可能な限

り取り崩すこととしました。

また、将来を見据えた投資的事業費の確保や退職手当総額の高止まりに対応するため、必要

な県債の発行を行い、財源を確保したところであります。

一方で、通常債の残高は着実に減らしてきており、プライマリーバランスについても、１６

年連続で黒字を維持するなど、財政の健全性を確保した上で、予算を編成したところでありま

す。

〔重点施策〕

それでは、平成２８年度に実施する重点施策について申し上げます。

まずは、「子どもたちの学習環境の整備」であります。

人口減少社会が進む中で、本県の未来を担う子どもたちのため、学習環境の整備を進めます。

すべての県立高等学校の空調が必要な教室に、空調設備を計画的に整備します。

特別支援学校高等部の未整備地域の解消に向けて、まずは、沼田特別支援学校高等部の整備

に着手し、小中学部の教室不足も併せて解消するため、小中高一体の新校舎を建設します。

また、さくらプラン・わかばプランによる少人数学級や、県内すべての公立小中学校と県立

高校へのスクールカウンセラー配置を継続して実施するなど、子どもたちが安心して学習でき
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る環境整備に取り組んで参ります。

次に、「本県への移住・定住の促進」であります。

東京から１００ｋｍ圏という、本県の恵まれた立地条件や優れた拠点性を活かし、移住や定

住を支援する取組を加速させます。

まず、東京の「ぐんま暮らし支援センター」において、現在行っている移住相談に加えて、

就職相談にも対応できるよう相談員を増員いたします。

また、移住希望者にとって、子どもの教育環境も重要な判断材料になるため、県内高校の情

報を提供できるよう「ぐんまの高校ガイド」を作成いたします。

さらに、若者のＵ・Ｉターン就職を支援する「Ｇターン全力応援」にも引き続き取り組み、

本県で働く意欲を持っている県内外の大学生等の希望を実現し、本県への定着を促進します。

こうした東京における取組を充実し、相互に連携させながら推進することで、群馬に人を呼

び込める新しい人の流れをつくって参ります。

次に、「誰もが活躍できる雇用の場の創出と就労の支援」であります。

若者や女性、障害者など、誰もが活躍できるよう、雇用の場の確保と就労支援に取り組んで

参ります。

若者・女性などの雇用の場を創出するコンベンション施設の整備を進めるほか、中小企業の

新たな産業分野への参入支援、農畜産物等の輸出促進など、新たな雇用創出に取り組みます。

また、障害者の生きがいづくりや生活の安定、就労の定着を図るために、新たに県立特別支

援学校を拠点として、週末活動を支援するなど、誰もが活躍できる社会の実現に取り組みます。

次に、「群馬の強みや魅力を活かしたイメージアップ」であります。

豊かな自然や文化、温泉など、本県の優れた資源を活かして、群馬のイメージアップを進め

ます。昨年５月にラムサール条約湿地に登録された「芳ヶ平湿地群」へのアクセス歩道の再整

備を行うとともに、上信越県境の約１００ｋｍの稜線トレイルの整備や活用に向けて、関係機

関との検討や、ＰＲに取り組みます。

上野三碑については、平成２９年の世界記憶遺産登録に万全を期するため、全県的な機運醸

成や、中国や韓国から登録についての支持を得るための取組を実施します。

平成２７年度にフルマラソンを導入した「ぐんまマラソン」については、県外からのより多

くの参加を促進します。

また、商工団体、農林漁業者なども含め、関係者が一体となった、観光地づくりを進めるた

め、日本版ＤＭＯを設立します。

このほか、県民の安全・安心を確保するための施策にも引き続き、しっかりと取り組んで参

ります。

局地的豪雨や台風による災害の未然防止と被害軽減を図るため、道路防災や治水対策、土砂

災害対策を実施するなど、災害に強い県土づくりを推進して参ります。

また、県内全域の高度救命救急を担う前橋赤十字病院の新築移転を支援するなど、医療先進

県ぐんまの推進に取り組んで参ります。

〔おわりに〕

時代の大きな潮流の中で、県政の最重要課題は人口減少対策であります。この人口減少対策

を土台として、先人が遺してくれた可能性を活かして、人・モノ・情報を呼び込むという新た

な発想で、群馬の未来を創生し、次の世代に引き継いでいかなければなりません。

「ぐんま創生予算」を効果的に執行することにより、人口減少を克服し、群馬で暮らし始め、

住み続け、家族を増やしたくなるような「魅力あふれる群馬」の実現に向け、引き続き、全力

で取り組んで参ります。

県議会、県民の皆様の御理解と御協力を心よりお願い申し上げます。
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２ 一般会計予算の概要

（１）予算の総額
平成２８年度の一般会計当初予算の総額は、７,２１６億３,８００万円で、前年度当初

予算に比べて、１００.８％の予算額となっています。

第１表 一般会計予算の推移

区 分 当 初 予 算 額 最 終 予 算 額

金 額 前年度に対する 金 額 前年度に対する

年 度 増 減 率 増 減 率

平成 元 555,538百万円 7.0％ 569,408百万円 8.8％

２ 594,223 7.0 617,452 8.4

３ 630,440 6.1 648,438 5.0

４ 667,755 5.9 692,316 6.8

５ 701,102 5.0 772,639 11.6

６ 746,041 6.4 737,011 △ 4.6

７ 765,555 2.6 774,296 5.1

８ 794,248 3.7 765,066 △ 1.2

９ 813,587 2.4 758,555 △ 0.8

１０ 842,971 3.6 875,765 15.5

１１ 864,889 2.6 848,218 △ 3.1

１２ 859,141 △ 0.7 817,559 △ 3.6

１３ 837,997 △ 2.5 808,747 △ 1.1

１４ 816,043 △ 2.6 778,788 △ 3.7

１５ 797,050 △ 2.3 767,428 △ 1.5

１６ 793,596 △ 0.4 765,610 △ 0.2

１７ 796,841 0.4 767,649 0.3

１８ 797,328 0.1 769,329 0.2

１９ 808,010 1.3 783,748 1.9

２０ 653,731 △19.1 651,300 △16.9

２１ 661,073 1.1 728,582 11.9

２２ 658,131 △ 0.4 683,694 △ 6.1

２３ 670,211 1.8 671,874 △ 1.7

２４ 665,388 △ 0.7 695,063 3.5

２５ 666,387 0.2 671,262 △ 3.4

２６ 681,587 2.3 693,929 3.4

２７ 715,966 5.0 720,520 3.8

２８ 721,638 0.8 － －

注 平成２０年度から、中小企業向け制度融資を特別会計に移管しました。



- 4 -

（２）歳入予算のあらまし

① 県 税

県税収入については、平成２７年度の収入状況及び最近における経済動向並びに税制改正

等を勘案し、総額２,４９０億円（対前年当初比＋５.５％、１３０億円の増）を計上しまし

た。

その税目別内訳は、第２表のとおりです。

平成２８年度 平成２７年度 差引増減 対前年度
当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初比

Ａ　 Ｂ　 Ｃ　 Ｃ／Ｂ　

個 人 70,287,506 28.2 68,018,530 2,268,976 3.3

法 人 12,133,232 4.9 12,678,494 △ 545,262 △ 4.3

利 子 割 511,572 0.2 714,248 △ 202,676 △ 28.4

小 計 82,932,310 33.3 81,411,272 1,521,038 1.9

個 人 1,839,994 0.7 1,642,206 197,788 12.0

法 人 64,535,172 25.9 54,330,890 10,204,282 18.8

小 計 66,375,166 26.6 55,973,096 10,402,070 18.6

3 39,045,610 15.7 36,939,565 2,106,045 5.7

4 5,077,349 2.0 4,890,468 186,881 3.8

5 2,378,299 1.0 2,380,493 △ 2,194 △ 0.1

6 1,220,733 0.5 1,252,756 △ 32,023 △ 2.6

7 2,443,557 1.0 2,540,844 △ 97,287 △ 3.8

8 15,524,984 6.2 15,761,406 △ 236,422 △ 1.5

9 33,976,428 13.7 34,816,505 △ 840,077 △ 2.4

10 1,671 0.0 1,674 △ 3 △ 0.2

248,976,107 100.0 235,968,079 13,008,028 5.5

11 23,893 0.0 31,920 △ 8,027 △ 25.1

23,893 0.0 31,920 △ 8,027 △ 25.1

12 0.0 1 △ 1 △ 100.0

249,000,000 100.0 236,000,000 13,000,000 5.5

第２表　県税税目別内訳

自 動 車 取 得 税

構成比

県 た ば こ 税

（単位　千円、％）

1

2

県民税

注．旧法による税は、平成２１年度税制改正以前の目的税である軽油引取税です。

合　　　　　計

狩 猟 税

11　目的税計

旧 法 に よ る 税

1～10　普通税計

鉱 区 税

自 動 車 税

ゴ ルフ 場利 用税

不 動 産 取 得 税

税　　　　　目

地 方 消 費 税

事業税

軽 油 引 取 税
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【地方税法等の一部改正】

平成２８年度税制改正に係る地方税法等の一部改正のうち、県税に関する主な改正内容は、

次のとおりです。

ア 外形標準課税の拡大と所得割の縮小（法人の事業税）

資本金が１億円を超える法人に適用されている外形標準課税（事業規模に応じて課税）に

おいて、平成２８年４月１日以後に開始される事業年度から８分の５（平成２６年度までの

２．５倍）に拡大し、その分、所得割（所得に応じて課税）を縮小することとなりました。

施 行 時 期 平成２６年度まで 平成２７年度 平成２８年度以後

税 外形標準 付加価値割 ０．４８％ ０．７２％ １．２％

課税 資本割 ０．２％ ０．３％ ０．５％

所得割（※）
４．３％ ３．１％ ０．７％

率 （７．２％） （６．０％） （３．６％）

※ 表中の所得割の税率は、所得のうち年８００万円超の金額に係るものです。

また、所得割下段（ ）の税率は地方法人特別税を含むものです。

イ 地方法人課税の偏在是正のための法人の県民税（法人税割）の税率引き下げ

地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、法人住民税（県民税・市

町村民税）法人税割の税率を引き下げるとともに、地方法人税（国税）の税率を当該引下げ

分相当引上げ、その税収全額を交付税の原資とすることとなりました。この結果、群馬県に

おける法人県民税法人税割の税率は以下のとおりとなります。

区 分 改正前 改正後 差引

①資本(出資)金の額が１億円を超える法人

②法人税額が年１，０００万円を超える法人 ４％ １．８％ ▲２．２％

③保険業法に規定する相互会社

①～③以外の法人 ３．２％ １％ ▲２．２％

※ 法人住民税法人税割の税率の引下げ（以下は標準税率）

都道府県 ３．２％ → １．０％ （▲２．２％）

市 町 村 ９．７％ → ６．０％ （▲３．７％）

地方法人税（国税）の税率の引上げ

４．４％ → １０．３％ （＋５．９％）

ウ 地方法人特別税・譲与税の廃止と法人の事業税への復元

地域間の税収の偏在を是正するための暫定措置として導入されている地方法人特別税・

譲与税を廃止し、法人の事業税に復元することとなりました。

※ イ及びウの改正は、平成２９年４月１日以後に開始する事業年度分から適用となります。

エ 法人事業税交付金の創設

平成２９年度から、法人事業税額の５．４％相当額を市町村に交付する法人事業税交付

金を創設することとなりました。

オ 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の創設

地方公共団体が行う、地方創生を推進する上で効果の高い一定の事業に対して法人が行

った寄附について、現行の寄附金の損金算入措置（寄附額の約３割）に加え、法人事業税

・法人住民税及び法人税から税額控除する制度（企業版ふるさと納税）を創設することと

なりました。

カ 自動車取得税の廃止と自動車税環境性能割の導入

(ｱ) 平成２９年４月１日から、自動車取得税を廃止し、自動車税及び軽自動車税にそれぞ

れ環境性能割を創設することとなりました。

(ｲ) 環境性能割の税率は、燃費基準値達成度等に応じて決定し､非課税､１％､２％､３％の

４段階を基本とします（営業車・軽自動車の税率は、当分の間、２％を上限）。
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② 国庫支出金
国庫支出金は、国と地方公共団体の経費の負担区分に従って支出される国の負担金、補助

金及び委託金の総称で、国の予算編成の状況や前年度実績を考慮して、８０９億８,６４３

万円（対前年比△２.２％、１８億５,３３７万円の減）を計上しました。

③ その他
地方譲与税、地方交付税などは、地方財政計画や前年度実績額などを考慮し、また、分担

金、負担金、使用料、手数料などは、前年度実績額などを考慮して計上しました。

繰入金は、経済危機対策関連基金の繰入の減や財政調整基金、減債基金基金の繰入の増に

より、３２０億４,５５９万円（対前年比△１.０％、３億１,７９１万円の減）を計上しま

した。

県債は、投資的経費の確保や退職手当支給に対応するため、臨時財政対策債を除く県債の

発行を増やしたものの、臨時財政対策債の減額が見込まれるため、９２１億円（対前年比△

１.８％、１７億円の減）を計上しました。



(単位 千円）

増減額(Ｃ) 伸び率

(A)－(B) (C)/(B)

1 県 税 249,000,000 34.5% 236,000,000 33.0% 13,000,000 5.5%

2 地方消費税清算金 68,800,000 9.5% 70,300,000 9.8% △1,500,000 △2.1%

3 地 方 譲 与 税 32,000,000 4.4% 35,200,000 4.9% △3,200,000 △9.1%

4 地方特例交付金 800,000 0.1% 700,000 0.1% 100,000 14.3%

5 地 方 交 付 税 125,600,000 17.4% 126,800,000 17.7% △1,200,000 △0.9%

6 交通安全対策特別交付金 900,000 0.1% 1,000,000 0.1% △100,000 △10.0%

7 分担金及び負担金 6,182,880 0.9% 6,250,118 0.9% △67,238 △1.1%

8 使用料及び手数料 13,519,077 1.9% 12,264,634 1.7% 1,254,443 10.2%

9 国 庫 支 出 金 80,986,430 11.2% 82,839,804 11.6% △1,853,374 △2.2%

10 財 産 収 入 985,146 0.1% 1,301,037 0.2% △315,891 △24.3%

11 寄 附 金 349,201 0.1% 11,416 0.0% 337,785 2958.9%

12 繰 入 金 32,045,588 4.4% 32,363,499 4.5% △317,911 △1.0%

13 繰 越 金 10,000 0.0% 10,000 0.0% 0 0.0%

14 諸 収 入 18,359,678 2.6% 17,125,492 2.4% 1,234,186 7.2%

15 県 債 92,100,000 12.8% 93,800,000 13.1% △1,700,000 △1.8%

　臨時財政対策債 39,500,000 5.5% 47,600,000 6.6% △8,100,000 △17.0%

　そ　　の　　他 52,600,000 7.3% 46,200,000 6.5% 6,400,000 13.9%

721,638,000 100.0% 715,966,000 100.0% 5,672,000 0.8%

内 自 主 財 源 389,251,570 53.9% 375,626,196 52.5% 13,625,374 3.6%

訳 依 存 財 源 332,386,430 46.1% 340,339,804 47.5% △7,953,374 △2.3%

  

当初予算額
（Ｂ）

第３表　一般会計の当初予算額（歳入）〔平成２８年度と平成２７年度との比較〕

比　較平成２８年度 平成２７年度

構成比

注　内訳の依存財源には地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金及び
　県債を、自主財源にはそれ以外の財源を区分しました。

科　　      目

計

当初予算額
（Ａ）

構成比
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（３）歳出予算のあらまし
平成２８年度は、県政の新たな羅針盤となる新総合計画及び群馬県版総合戦略のスタートの

年となります。平成２８年度当初予算は、回復基調にある県内経済をしっかりと支えるととも

に、人口減少社会にあっても、すべての県民が豊かに暮らせる社会の実現に向けて「ぐんま創

生予算」といたしました。

この予算を活用し、新たな総合計画における３つの基本目標である「地域を支え、経済･社

会活動を支える人づくり」、「誰もが安全で安心できる暮らしづくり」、「産業活力の向上･社会

基盤づくり」の実現に向け、計画に位置づけた１３の政策を着実に推進していきます。

主な事業は、次のとおりです。

※各事業の予算額は、平成２８年度当初予算と、平成２７年度２月補正予算（第５号）で計上

した国の「地方創生加速化交付金」を活用した事業を合わせた金額です。

① 地域を支え、経済・社会活動を支える人づくり

ア 群馬の未来を担う子ども・若者の育成

・県立高等学校空調設備整備（新規）（予算額：６４８,００３千円）

県立高校の空調設備設置に着手します。現在、ＰＴＡ負担で設置している県立高校につい

ても、平成２９年度から県費での負担に切り替え、生徒の学習環境の改善を図ります。

・富岡・甘楽地区新高校整備（新規）（予算額：１３２,０００千円）

・吾妻地区新高校整備（新規）（予算額：８１,０００千円）

再編整備計画に基づき、富岡高校と富岡東高校、中之条高校と吾妻高校を統合し、平成３０

年４月に新たな高校として開校するため、必要な施設整備に着手します。

・18歳選挙権に向けた啓発（一部新規）（予算額：５,６１２千円）

選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられたことを踏まえ、学校における「模擬投票」マニ

ュアルを作成するほか、７月の参議院議員通常選挙に向け、若年層向けの啓発事業を強化し

ます。

イ 群馬の飛躍と地域の安心を支える職業人材の育成

・医師確保対策（一部新規）（予算額：３４７,１３９千円）

特定診療科での医師不足や地域間での医師の偏在を解消するため、地域医療に従事する

医師のキャリア形成を支援するほか、医師･看護師向け修学資金の貸与や、保育サポーター

バンクの運営など女性医師の就労を支援する取組を実施します。

・介護福祉士修学資金等貸付（一部新規）（予算額：１３,１２０千円）

「介護離職ゼロ」に向けた国の補正予算を活用し、新たに、潜在介護人材の呼び戻しのた

めの貸付制度を設け、介護人材の安定的な確保を図ります。

・新規就農者確保・就農促進対策（予算額：２６１,９９１千円）

規模拡大を図る認定農業者や新規就農者など、新分野にチャレンジする農業の担い手を

支援します。また、青年の就農意欲の向上と就農後の定着を図るため、新規就農者に給付金

を交付します。

ウ 交流・移住・定着促進

・ぐんま暮らし支援（予算額：３０,３４０千円 全額２月補正）

ぐんま暮らし支援センター（東京有楽町交通会館内）で、相談者に生活の基盤となる仕

事の情報を十分に提供できるよう、新たに「就職相談員」を置き、本県での暮らしに関す

る情報と、就職情報を一元的に提供します。

・ぐんまの高校ガイド（予算額：３,５００千円 全額２月補正）

移住希望者に、県内高校などの教育環境等に関する情報を提供するため、ぐんまの高校

ガイドを作成します。

・Ｇターン全力応援（予算額：５７,９０８千円 全額２月補正）

若者の県内へのＵ・Ｉターン就職を支援するため、首都圏及び県内の大学等で構成する

Ｕ・Ｉターン就職支援協力校制度（Ｇターン倶楽部）を活用し、首都圏や県内において、群

馬の企業を知るセミナーや合同企業説明会などを実施します。

・ジョブカフェぐんま運営（予算額：８０,４１２千円 全額２月補正）

若者就職支援センター（ジョブカフェぐんま）の運営を通じて、カウンセリングから職業



- 9 -

紹介、就職後のフォローアップまで、ワンストップによる若者の県内就職や職場定着を支援

します。

エ 家族の理想実現

・結婚支援（一部新規）（予算額：９,０４０千円）

社会全体で結婚を応援する機運を醸成するため、企業等の協力の下、新婚夫婦等が、協賛

店舗で提示すると特典サービスを受けられる結婚応援パスポート制度を新たに実施します。

また、商工会議所等の民間団体が行う結婚支援活動を支援します。

・子ども医療費補助（予算額：３,９５５,２８５千円）

子育て世帯を支援するため、県と市町村が協力して、中学校卒業までの医療費無料化を継

続して実施します。

・第３子以降３歳未満児保育料免除（予算額：３４９,３５６千円）

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、第３子以降の３歳未満児の保育料無料化を継続

して実施します。

・働く女性支援（予算額：１５,４７８千円）

従業員が仕事と家庭を両立しながら働くことができる職場環境づくりに取り組む企業の認

証や「ジョブカフェ・マザーズ」の運営など、働く女性を総合的に支援します。

オ 多様な人材の活躍応援

・障害者雇用促進強化対策（予算額：４４,７１７千円）

障害者就労サポートセンターの体制を強化し、引き続き関係機関と連携し、障害者の就

職先の開拓や職場定着を図る取組を実施します。

・障害者の一般就労支援強化（一部新規）（予算額：６５,９５１千円）

障害者就業・生活支援センターに生活支援員を配置するとともに、障害者の生きがいづくり

や生活の安定、就労の定着を図るために、新たに県立特別支援学校を拠点として週末活動を支援

します。

・特別支援学校職業自立推進（予算額：１５,８７０千円）

高等部のある特別支援学校の生徒の一般就労率を向上させるため、就労支援員を継続し

て配置するとともに、企業採用担当者向けの学校見学会の内容を充実します。

・シニア就業支援センター運営（予算額：１２,０００千円）

シニア就業支援センターを運営し、中高年齢者に特化した、職業紹介、地域活動などに

関する情報提供や相談事業を、引き続き推進します。

・沼田特別支援学校整備（新規）（予算額：１０１,０００千円（債務負担行為：１８３,４２５千円））

沼田地域において未整備の高等部を整備するとともに、小中学部の教室不足を解消する

ため、小中高一体の新校舎の建設事業に着手します。

② 誰もが安全で安心できる暮らしづくり

ア 安心な暮らし実現

・地域防災力パワーアップ支援（一部新規）（予算額：１,３９７千円）

地域の防災力の向上を図るため、自主防災組織のリーダーや、リーダーを継続してサポー

トすることができる人材を育成するため、新たに、「ぐんま地域防災アドバイザー」を養成

します。

・振り込め詐欺等根絶対策（一部新規）（予算額：１３,９８４千円）

振り込め詐欺等を根絶するため、高齢者の子ども世代を対象に、声かけや通報等のノウ

ハウを学んでもらう講座を開催するほか、高齢者向けの体験型研修などを実施します。

・災害に強い県土を築く防災・減災対策（予算額：１２,７６４,７６２千円）

頻発するゲリラ豪雨や大型化する台風による災害の未然防止や被害軽減を図るため、ソ

フト・ハード両面からの治水対策や土砂災害対策を推進します。

・警察官の増員（予算額：４２,８８９千円）

・交通安全施設整備（予算額：１,６７３,６３６千円）

警察官を２０人増員するとともに、検挙活動を強化します。また、信号機の新設･ＬＥＤ

化、老朽化した信号柱の更新などの交通安全施設整備を推進します。

・高崎北警察署（仮称）新設整備（予算額：２３５,４５１千円）

地域住民の利便性向上を図るとともに、より一層地域に根ざしたきめ細かな警察活動を

推進するため、高崎警察署の管轄区域を分割し、高崎北警察署（仮称）を新設します。
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イ 医療・福祉連携による優しいぐんま推進

・生活困窮者自立支援（一部新規）（予算額：６９,１５２千円）

生活困窮者の自立等を支援するため、相談員を増員するとともに、生活困窮家庭の子ども

への学習支援を新たに実施します。

・骨髄移植ドナー支援（新規）（予算額：１,０００千円）

骨髄移植率の向上を図るため、市町村と協力して、新たに、ドナーに対する助成制度を実

施します。

・地域密着型介護拠点等整備・開設準備経費補助（予算額：１,５９０,７４３千円）

・老人福祉施設整備費補助（予算額：８６９,４４０千円）

地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密着型特別養護老人ホームの整備を進めるとと

もに、第６期高齢者保健福祉計画に基づき、社会福祉法人が実施する特別養護老人ホームの

施設整備等に対し補助します。

・児童虐待対応強化（一部新規）（予算額：３,９８６千円）

暴言・暴力によらないしつけ方法を普及させるため、子育て講座トレーナーを養成するな

ど、児童虐待対応の強化を図ります。

ウ 優れた群馬の環境の保全・継承

・住宅用太陽光発電設備等導入資金（新規）（予算額：１５０,０００千円）

太陽光発電の普及促進のため、住宅用太陽光発電設備や蓄電池の設置に対する低利の融資

制度を新設します。

・芳ヶ平湿地群ワイズユース促進（新規）（予算額：３４,４４１千円）

ラムサール条約湿地に登録された「芳ヶ平湿地群」への来訪者が、安心して貴重な自然環

境を体験できるよう、歩道や案内標識を再整備するとともに、環境学習に関するシステムづ

くりに取り組みます。

・有害鳥獣対策（一部新規）（予算額：６３４,０１６千円）

イノシシやシカなどの有害鳥獣による農林業被害を軽減するため、鳥獣被害対策支援セン

ターが中心となり、農林漁業者が効果を実感できる対策を推進します。また、カワウの捕獲

について、新たな手法（シャープシューティング）を導入します。

・汚水処理施設整備費補助（予算額：６８７,２５６千円）

汚水処理人口普及率の向上を目指して、市町村が実施する汚水処理施設整備事業に対して

補助するとともに、個人が行う流域関連公共下水道への接続工事に対して、継続して市町村

と連携して補助します。

エ 地域住民がともに助け合う「地域力」強化

・地域おこし協力隊の活動・定住支援（予算額：５,０００千円 全額２月補正）

県内市町村の「地域おこし協力隊」の募集情報を一括して発信するとともに、県内隊員の

情報交換会や研修会などを実施します。また、新たに、都内での活動発表会や、お試しでの

協力隊員受入事業を実施し、県内への受入れ、定着をより一層進めます。

③ 産業活力の向上・社会基盤づくり

ア 群馬の未来を見据えた経済・雇用戦略

・コンベンション施設整備推進（予算額：１,８６０,４１４千円）

本県の優れた拠点性を活かして、県内産業のさらなる発展や新たな産業の創出、若者や女

性の雇用創出を図るため、コンベンション施設の整備に向け、基本設計や埋蔵文化財調査な

どを行います。また、コンベンションビューローを設置するとともに、コンベンション建設

基金を積み増します。

・「群馬県中小企業支援センター」の設置（新規）（予算額：２５,５８５千円）

中小企業に対し、経営と技術の支援をワンストップで行うため、県産業支援機構を産業技

術センター内に移転して、「中小企業支援センター」を設置するとともに、引き続き、医療・

ヘルスケア産業など、次世代産業の振興に取り組みます。

・農畜産物等輸出促進（一部新規）（予算額：１９,５８６千円）

農畜産物等の販路拡大を推進するため、各国の輸入規制の動向に応じた輸出拡大策を展開

します。

・ＡＳＥＡＮ向け輸出促進（新規）（予算額：４２,４５９千円 全額２月補正）

茨城県、栃木県と連携し、ベトナムのショッピングモールにアンテナショップを出店し、
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農畜産物や加工食品等の輸出促進を図ります。

・「日本版ＤＭＯ」設立推進（新規）（予算額：１２,０００千円 全額２月補正）

商工団体や農林業者など様々な関係者と連携した観光地域づくりを進めるため、県観光物産

国際協会を主体にＤＭＯを設立します。また、市町村単位での設立を支援します。

イ 群馬の産業の強みを活かす戦略

・林業･木材産業振興（予算額：７４５,３９６千円）

「林業県ぐんま」への飛躍を目指し、高性能林業機械等の導入を支援するほか、バイオマ

ス発電へ供給する低質材の集荷施設の整備に対し補助します。

・蚕糸業継承対策（一部新規）（予算額：６０,７９２千円）

本県蚕糸業を産業として継承していくため、県産繭・生糸の流通促進や市場拡大などに取

り組むほか、国の稚蚕共同飼育所再編の動きにあわせ、拠点となる県内２カ所の施設整備を

支援します。

・県産農畜産物ブランド力強化対策（一部新規）（予算額：２３,７１８千円）

県産農畜産物の販売競争力を強化するため、県農畜産物販売戦略協議会を中心に、消費者

・実需者の視点を重視した広報活動等を行います。

・畜産競争力強化整備（新規）（予算額：６５１,０００千円）

ＴＰＰ協定の発効を見据え、関係事業者が連携・結集した地域ぐるみの高収益型畜産体制

の構築を進めるため、地域の中心的な畜産経営体等の施設整備を支援します。

・制度融資（予算額：５９,１２５,８３０千円（債務負担行為：１８７,０００千円））

（中小企業振興資金特別会計）

円安による原材料高などにより引き続き厳しい経営環境にある中小企業に対し、制度融資

により金融面から支援を行うほか、商工会、商工会議所及び県産業支援機構による経営相談

など、きめ細かな支援を行います。

ウ 豊かな文化・魅力を活かしたイメージアップ

・上野三碑世界記憶遺産登録推進（一部新規）（予算額：８,６４０千円）

上野三碑のユネスコ世界記憶遺産登録を確実なものとするため、関係機関と連携し、機運

醸成やＰＲ、他国から登録についての支持を得るための取組を推進します。

・稜線トレイル活用推進（新規）（予算額：５,０００千円 全額２月補正）

本県の優れた自然環境を生かした、上信越県境の稜線トレイルコースの整備や活用に向け

て、関係機関との検討を進めるほか、モニターツアーを開催するなど、ＰＲを行います。

・ぐんまマラソン開催（予算額：５５,５９８千円）

平成２７年度に引き続き、「ぐんまマラソン」として、フルマラソンを開催します。

エ 群馬の未来を支える社会基盤づくり

・７つの交通軸を強化する道路整備の推進（予算額：２９,４３８,８３７千円）

北関東自動車道の全線開通による県内高速交通網の効果を最大限に活かすため、高速道路

へのアクセス道路となる｢７つの交通軸｣を、引き続き重点的、計画的に整備します。

・八ッ場ダム関連（予算額：６,４１７,０２０千円）

本年本体工事に着工した八ッ場ダムについては、政府予算案に計上された本体工事費にあ

わせ国直轄事業負担金を予算計上するとともに、生活再建に向けた事業を着実に推進します。

・ステーション整備（予算額：１１,１８７千円）

鉄道利用の促進及び地域活性化を図るため、県、沿線市町、鉄道事業者が協力して、スロ

ープ設置やトイレ設置などの駅及び駅周辺整備を推進します。

④ 県政改革の推進

・総合計画・総合戦略推進（予算額：６,６９１千円）

今後の県政運営の羅針盤となる「新総合計画」及び、群馬の未来創生に向けた「群馬県版

総合戦略」を推進します。

・公立大学法人制度移行準備（新規）（予算額：１１,７８５千円）

平成３０年度に、県立２大学（女子大学、県民健康科学大学）を公立大学法人による運営

に移行するため、必要となる準備作業に着手します。
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３ 特別会計予算の概要

群馬県の会計には、一般会計のほかに特別会計があります。「特別会計」とは、一般会計から

独立して運営するのが適当な事業について設けられている会計です。

特別会計の平成２８年度当初予算額は、１１会計合計で１,７０５億８,３１７万円となってい

ますが、これは前年度の当初予算額１,７９２億６,０３４万円に比べて８６億７,７１７万円の

減となっています。

特別会計では、それぞれ次のようなことを実施しています。

（１）母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

母子家庭・父子家庭や寡婦の方に、生活の安定・向上のために資金を貸し付けます。

（２）農業改良資金特別会計

農業技術を導入するための資金、農家生活を改善するための資金、農業後継者を育成す

るための資金を貸し付けます。

（３）県有模範林施設費特別会計

県で所有している森林の管理、経営、処分などを行います。

（４）小規模企業者等設備導入資金助成費特別会計

中小企業者が共同して経営基盤の強化や経営環境の改善に取り組むための資金を貸し付

けます。

（５）用地先行取得特別会計

県の施設を整備するために必要な土地の購入を行います。

（６）収入証紙特別会計

使用料や手数料などの収入に用いる群馬県証紙の発行などをします。

（７）林業改善資金特別会計

林業技術を導入するための資金、林業従事者の安全の確保、福祉を増進するための資金、

青年林業者の研修、経営開始のための資金を貸し付けます。

（８）流域下水道事業費特別会計

原則２つ以上の市町村にまたがる流域下水道の建設・管理を県が行います。

（９）公債管理特別会計

満期一括償還方式である市場公募債の発行、償還などを行います。

（10）中小企業振興資金特別会計

中小企業者が有利な条件で金融機関から融資を受けられる制度を運営します。

(11）新エネルギー特別会計

県有施設に設置した太陽光発電施設の維持・管理を行います。



(単位 千円)

       区　　　分        平成２８年度 平成２７年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸び率

　会　計　名 （Ａ） （Ｂ） (Ｃ) (A)-(B) (C)/(B) 国庫支出金 県　　債 そ の 他

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 金

332,397 405,898 △73,501 △18.1% 152,397 180,000

農 業 改 良 資 金 52,277 79,553 △27,276 △34.3% 43,384 8,893

県 有 模 範 林 施 設 費 83,038 79,284 3,754 4.7% 194 67,737 15,107

小 規 模 企 業 者 等 設 備
導 入 資 金 助 成 費

595,917 232,981 362,936 155.8% 46,812 468,021 81,084

用 地 先 行 取 得 4,809,141 810,909 3,998,232 493.1% 2,300,000 2,302,167 206,974

収 入 証 紙 6,339,337 6,581,882 △242,545 △3.7% 5,987,020 352,317

林 業 改 善 資 金 424,086 563,802 △139,716 △24.8% 306,429 117,657

流 域 下 水 道 事 業 費 8,360,170 10,330,735 △1,970,565 △19.1% 1,102,500 404,000 6,853,670

公 債 管 理 90,457,267 89,069,878 1,387,389 1.6% 65,332,000 25,125,267

中 小 企 業 振 興 資 金 59,125,830 71,103,264 △11,977,434 △16.8% 59,125,830

新 エ ネ ル ギ ー 3,710 2,157 1,553 72.0% 3,710

合　　　計 170,583,170 179,260,343 △8,677,173 △ 4.8% 1,102,694 68,082,812 100,435,632 962,032

注　特定財源の「その他」には、一般会計からの繰入金や制度融資に係る元金収入等が含まれます。

第６表　特別会計の当初予算額〔平成２８年度と平成２７年度との比較〕

繰 越 金

平成２８年度当初予算額の財源内訳

特　　定　　財　　源

 比     較
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